キギョウ ノ サービスシセイ ニ カンスル イチコウサツ by 佐藤 知恭
白鴎大学論集VoL6No．1（1991）157－182
論文
“A　Contemporary　View　of　Service
Attitude　in　Japanese　Business”について
　　　　（企業のサービス姿勢に関する一考察）
佐藤知恭
　（この小稿は1991年3月13日より15日英国ロンドンのエリザベス2世国際
会議場で開催された『第1回世界サービス会議（The　First　Global　Service
Conference）』の2日目の分科会で行った講演“A　Contemporary　View　of
Service　Attituddn　Japanese　Business”の英文原稿の翻訳である。
　この会議は先進諸国の経済が急速なスピードでサービス化の方向ヘシフト
している現状にベルギーのブリュッセルに本部を置くManagement　Centre
Europe　MCE（American　Management　Associationのヨーロッパ本部）が
American　Management　Association（米国）と日本能率協会との共催のもと
にヨーロッパ各国，アメリカ，オーストラリア，ニュージーランドなど全世
界からおよそ300人の参加者を集めて行われた。
　参加者の関心は，日本の製品が世界の市場を席巻したのはその製品のクオ
リティの高さであったとの基本認識の下に日本のサービスのクオリティの高
さがこれからのサービス経済社会にどのような影響を及ぼすかにあり，その
脅威をヒシヒシと感じていた。
　当初，日本能率協会はこの会議を中心に各社の経営者クラス40～50名から
なる視察団を2週間の予定で派遣することになっていた。しかもこの会議の
スピーカーとして，資生堂の相談役（元会長）岩崎芳寿氏をはじめ松下電器
産業の高畑敏一常務，日産自動車の斉藤雅之常務，本田技研工業の竹村英雄
参与の4名が参加する予定だった。
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　ところが例の湾岸戦争の勃発で通産省の意向を汲んだ日本能率協会は直ち
に視察団の募集を中止，さらにスピーカーの派遣を取り止めた。初めほ視察
団に参加せず会議だけの参加者の受付もやっていた日本能率協会であったが
その取扱も中止，主催団体であるのにもかかわらず役員はおろか職員を1人
も日本から派遣しなかった。この時点では湾岸戦争はすでに半月前に終わっ
ていたのにもかかわらずであり，単独で参加しようとした筆者にも参加しな
いよう暗に圧力がかかってきた。
　主催者はもちろん参加者の多くは日本からの日本人ビジネスマンの急遽取
り止めは全く理解の苦しむところであり日本人の集団指向性の不気味さを改
めて痛感したようであった。それでなくても日本人の身勝手さ，自己中心主
義からくる国際性のなさが至るところで国際摩擦の原因になっているだけに
残念なことであった。さらに急遽日本側のメインスピーカーに起用された日
本能率協会パリ駐在代表の畠山滋雄氏は自分の出番の第1日の午前のスピー
チが終わるやすぐ帰ってしまうという始末であった。
　日本のサービスのクオリティが一つの目玉になって準備を進めてきたMC
Eはこの日本能率協会の措置に困惑して独自にスピーカーの人選を始めた。
かねてから企業の顧客対応の研究でいくつかの英文論文を発表し，関係分野
ではその成果が認められている筆者の出席を知った主催者側が正式にスピー
カーとしての招請をしてきたのは開催2週間前の2月28日のことであった。
旅行手続きや準備に追われる中での1時間45分の英文講演原稿の作成は困難
をきわめた。いくらかの部分は白鴎大学論集第5巻第2号所載の英文論文を
利用せざるを得なかった。
　この論文についてこの会議のスピーカーであったノースウエスタン大学の
Philip　Kotler教授，TARP社のJohn　Goodman，TMI社のClaus　MφIlerあるい
はアリゾナ大学のLawrence　Crosby教授らが興味を示してくれた。）
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　委員長をはじめご出席の皆さん：
　本日「日本企業のサービス姿勢に関する一考察」と題してお話申し上げる
機会が与えられましたことは私にとりまして大変名誉なことであります。本
題に入ります前に一人の日本人として日本からの代表が欠席しましたことを
お詫びしたいと思います。聞くところによりますと，この会議に40人以上の
ビジネスマンが日本から参加し有力企業のトップ4名がスピーカーとして出
席し講演することになっておりました。しかし湾岸戦争による海外旅行の危
険i生からこの人達の参加が見合わされました。戦争が勃発するや否やほとん
どの日本企業の経営者は社員の海外出張禁止の決定をしました。この会議の
共同スポンサーである日本能率協会ですら同一の歩調をとりました。日本か
らの直接参りました勇敢な日本人は私一人となりました。
　やや皮肉な言い方をしますと私はイラクのサダム・フセイン大統領に感謝
したいと思います。もし彼があのような無謀な戦争を始めなかったら，多分
この瞬間に私はこの部屋に片隅で静かに講師の話を聞いており，壇上から世
界中からお集まりの企業の指導者の皆様を前にお話ししていなかったと思い
ます。
　昔からの日本の武士の伝統はいったん約束をしたことは命をかけても守る
ものでした。日本からの参加者の取り消しは大変恥ずかしいことであります。
今日の日本の企業社会にはこのサムライ精神が存在しないように思われてな
りません。
　アメリカの経済が農業社会から工業社会に移行しはじめたのは南北戦争が
終わった1865年と言われております。そして約100年経過した1956年に工業
社会からサービス社会に向かって動き始めました。つまりトレンド・アナリ
ストのジョン・ナイスビッツが指摘した「アメリカの就業人口が歴史の上で
初めて事務職の数が労務職の数を上回った」年であります。彼はこの社会を
『脱工業化社会』と名付けました。アメリカが新しい社会に移行するにはお
よそ100年かかりました。『脱工業社会』あるいは『情報社会』とどのよう
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に呼ぶことは自由ですがいずれにしても新しい時代においてはサービスが主
導権を握っています。日本もまたサービスが主導権を握っている国の一つに
なりました。われわれに許された工業社会からサービス社会への移行の時間
的なアローアンスはわずか40年でした。日本の近代化は1853年の米海軍の提
督マシュウ・ペルリの下田来航によって手がつけられました。そしてその工
業化は第二次世界大戦まで急速な速さで押し進められたのであります。しか
し第二次大戦のアメリカの爆撃による完全な破壊によって工業化社会の建設
は戦後再び始めなければならなかったのであります。1945年のことでした。
60年代から70年代にかけて，日本の社会は高度大衆消費社会へ離陸しました。
そして，70年代の後半から80年代の間にサービス社会に入りました。このよ
うな短期問における急速な工業化社会からサービス社会への移行が企業経営
にいろいろな混乱を巻き起こしたことはきわめて自然のことであります。今
日，ほとんどの製品はきわめて複雑になりました。一例を挙げましょう。昔
の電話機はまったく簡単でした。受話機とダイヤルだけでした。それに比べ
て今日の電話機は何と複雑なことでしょう。余りにもたくさんの機能がつい
ています。私はワープロを持っています。おそらく私はその器械の持ってい
る機能の10％も使っていないと思います。ただ文章を書く機能だけを実際に
利用しているに過ぎません。昔の時代にはお客は単に商品だけを購入しまし
た。誰もその使い方の説明を受けなくても十分使えたのです。しかし，今日
では商品を販売するのに単に説明ばかりでなく付加価値としてサービスをつ
け加えなければ売ることが困難な時代になりました。
　耐久消費財の機能やパーフォーマンスは一般の顧客の能力と知識をはるか
に超えたものになりました。苦情や不満は顧客の期待と現実………商品やサー
ビスのクオリティとパーフォーマンスが私たちの二一ズと期待に達しないこ
とから生じます。
　一方，私たちは市場においてサービスの面での競争に直面しています。マー
ケティングにおける差別化は行き詰まったかに見えます。品質や機能による
差別化，価格による差別化，流通チャネルによる差別化，広告や販売促進な
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どプロモーションによる差別化，（マーケティングの4Pの場における差別
化）はもはや差別化の武器として有効に機能しなくなってしまいました。近
代アメリカ・マーケティングが最後に発見した結論は差別化の究極の武器は
よく管理された顧客サービスによって得られる顧客満足であったのでありま
す。
　80年代の半ば頃から，『顧客満足』なるコトバは魔力を持つかのように使
われ始めました。競争相手を打ち破る強大な力を持っているかのように思わ
れ始めました。欧米の企業では多くのマーケッターや経営者は『顧客満足』
はマーケティング戦略のきわめて新しい考え方であると信じています。しか
し『顧客満足』という哲学は日本においては封建時代からの古い考え方なの
です。
　ヨーロッパやアメリカ合衆国における17世紀中頃の歴史的な出来事を覚え
ていらっしゃるでしょうか。
　1620年，メイフラワー号に乗ったピルグレム・ファザー（清教徒〉たちが
プリマスの海岸に上陸しました。1644年，イギリスではオリバー・クロンウ
エルの率いる鉄騎兵隊が王党派の軍隊を打ち破りました。ニューアムステル
ダムがニューヨークと名前を変えたのは1664年です。カロライナに新しい植
民地が誕生したのは1670年の出来事です。17世紀半ばというのが大変昔のこ
とだということかがお判かりいただけると思います。
　『顧客満足』の概念は我が国におきましてはこのような昔から存在してお
りました。「われわれはまずお客を幸わせにすべきである。そうすればやが
てその幸わせはわれわれの側に回ってくる」顧客満足に関するこのようなコ
ミットメントは三井家の古文書の記録に残っております。三井家は第2次大
戦後の財閥解体まで我が国の大財閥の一つとして知られておりました。1658
年，三井高利は江戸，日本橋に呉服屋を開業しました。この店は後にわが国
でもっとも歴史のあるそして洗練されたデパートの一つである三越に発展す
るのであります。高利はまた三井財閥の祖でもあります。
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　高利の母，名前を殊法といいますが，彼女は名古屋の東南，松坂で小さな
日用雑貨兼質屋を経営しておりました。彼女についての記録は今日余り残っ
ておりませんがだいたい1590年頃生まれ1676年に齢87才でこの世を去ってい
ます。彼女の商売哲学は「買いて悦び，売りて悦ぶようにすべし」というも
のでありました。言い換えますと「売り手はお客様を悦ばすようにしなけれ
ばならない。そうすれば幸わせはやがて我々に戻ってくる」ということであ
ります。低い金利はお客様を悦ばせそれが多くのロイヤリティの強いお客を
創りだす事を彼女は知っていました。この三井殊法の薄利多売の方針は世界
の商業史の記録で最初のものです。言い換えますと殊法は「顧客をまず第1
に位置付ける」という哲学を日々の商いの中に実践した最初の商人といえま
しょう。言うまでもなくこの商売の哲学は日用雑貨の商売にも生かされたの
でした。
　彼女の商売哲学は間もなく江戸の多くの商人たちの間に広がりました。三
井高利は1683年「現金掛け値なし」の新しい経営方針を発表し「値札」を開
発しました。
　世界の商業史において，世界で初めて日用品に値札を付けたのは後にパリ
のデパートメント「ボン・マルシェ」を創立したフランス人が1852年にやっ
たのが最初というのが定説でありますが三井高利は実にそれに先立つこと
170年，値札を商品に付けたのであります。
　江戸商人の商売の基本であり一般的なやり方の基礎になった商売哲学はつ
ぎのようなものでした。もしお客に最初に満足をあなたが与え，幸わせにす
るならばその結果としてそれをやった商人はお金を稼ぐことができるという
ものでした。
　16世紀から18世紀にかけて商人倫理や顧客第一主義の哲学に沿っての商売
のやり方を書いた本や商家の家訓・家憲などが100近く書かれています。
　江戸の商人のほとんどが既存の顧客名簿を家内の仏壇や神棚に供えて朝な
夕なお燈明を上げかしわ手を打って商売の繁栄を祈っておりました。
　もう一つの例を挙げてみましょう。同時代に日本国中くまなく行商して歩
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いた富山の薬売りはきわめてユニークな商法を編み出しました。お客を訪問
した時，行商人は手付け金とか預かり金とかを何の支払いを要求しないで薬
やその他の日用品を置いて行きます。半年あるいは1年後再びその商人がそ
のお客の家を訪間した際，お客の使った量を数えその分のお金をもらい商品
を補充します。この方法は割賦販売とレンタルのミックスといわれています。
　きっと皆さんは行商人が再度訪れた時お客がどこかへ引っ越ししてしまわ
ないか心配して下さると思いますがどうぞご安心下さい。封建時代は住民と
くに農民は生まれた土地から移転する自由がありませんでした。これは封建
時代日本国中いずこの藩でも同様でした。
　この封建時代においては日本の社会はインドのカースト制のように四つの
階層に分かれていました。最上位に武士階級，続いて農民階級，職人階級が
第三位，そして一番下の階層が商人でした。なぜ商人の地位が社会で一番低
かったかといいますとその仕事が決して目で見る事のできるモノを生産しな
いからです。彼らはモノをあっちからこっちへただ動かして利益を得ている
と考えられたからです。武士階級の支配で動かされていた江戸の幕府はもと
より各地の藩も商人階級に対して重税を課したり上納金を求めたりして過酷
に取り扱って来ました。しかし江戸時代の末期になりますと三井，住友，伊
藤忠などといった豪商は江戸幕府の支配に対抗しうるだけの財政的・経済的
な影響力を持ち始めました。にもかかわらず，商人の社会的な地位は決して
回復する事はありませんでした。
　今日においても日本の主要な経済団体たとえば経団連の主要な役員のポジ
ションはメーカーや公益事業会社の経営者に限られようやく最近になって流
通業者が一名（ダイエーの中西功氏）が加わったのみでサービス業者は皆無
であります。
　日本で商店に入りますときっと笑顔で明るい販売員の「いらっしゃいませ」
の声で迎えられることでしょう。彼らはあなたを自分の家を訪問して来たお
客として取り扱うように訓練されています。決して単なる訪問者やモノを買
いに来たお客ではなしに。東京などのような大都市ではこのような店の数が
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減っていることを申し上げなければならないのは残念でありますが。販売員
　　　　キはあなたに話しかける時もっとも丁重なコトバを使わなければなりません。
　多分ご存知のことと思いますが日本語は敬語表現の使い方の複雑な言語で
す。たとえば英語では第二人称を表すコトバは2つしかありません。つまり
youとthouです。われわれには数え切れない第二人称表現があります。もっ
とも一般的なコトバは「あなた」ですが，相手の性，年齢，社会的地位，親
密さの度合い，状況などいろいろなファクターによってもっとも適切なコト
バを選ばなければなりません。
　お店で私がお客の立場に居た時には私は販売員のもっとも丁寧なコトバと
笑顔によっておもんばかられなければなりません。この瞬問，私は王様とし
て取り扱かわられなければなりません。前に商人は社会のもっとも下の階層
に属していたと申しました。したがって，取り引きにおいて売り手と買い手
の間には対等の関係が存在しません。お客は心の中で自分の立場は売り手よ
り優位に立っていると信じています。私たちが欧米で店に入りますと店での
店員の歓迎の表現レベルは日本でのそれに比較して低いように思われます。
売り手と買い手の地位は対等であります。売り手は自分の意見を力説します
し，買い手も自分の条件を主張します。取り引きが終わりますと売り手は
「どうもありがとうございました。またのご来店をお待ちしております」と
言います。それと同時にお客も「どうもありがとう」と言って店を出ます。
しかし日本においては店を出る時にお客が感謝の意を表明するという習慣は
余りありません。
　一般的な日本人のサービスに対する期待の度合いは世界中の人々の中より
かなり高いものがあります。300年にわたる江戸商人の顧客第一主義のポリ
シーが日本の顧客のサービスに対する期待度を押し上げたのではないかと思
われます。同時に日本の顧客の満足追求欲求のレベルは大変高いものがあり
ます。ここにカール・アルブレヒトとロン・ゼンケの著『サービスマネージ
メント革命』（原題Service　America！）に引用されている良い例があります。
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　この本の著者は日本国有鉄道（現在の∫R北海道）の従業員を称賛してい
ます。というのは札幌駅で一人の駅員が外国人旅行者に大変親切だったから
であります。著者はこう言っております。
　　　これはその日に起こった多くの出来事の一つに過ぎないが，これこそ
　　決定的瞬間である。この瞬間にくだんの友人はこの鉄道会社について
　　少なくとも一人の従業員について，ある印象を受けたのであった。
　　　「あれは素晴らしい経験だった。人を助けるのに一生懸命になってい
　　　る人がいるもんだ」と彼は思ったのだった。　（P．45～6〉
　しかし不幸なことに日本人の観点からみますとJ　Rのサービスのレベルは
総体的に見て大変低いとされておりJ　Rの名前は最悪のサービスの代名詞に
さえなっているのであります。もっともJ　Rの名誉のためにつけ加えておき
ますがJ　Rのサービス・レベルは民営化後少しはよくなりつつあると言えま
しょう。
　顧客の期待に応えるサービスを提供する事は大変難しい仕事であります。
おしぼりのサービスは今日ほとんどの国際線の機内サービスに取り入れられ
ています。お客が家にやって来た時，とくに日本の湿度の高い夏の季節には
おしぼりがまず出されます。この習慣がやがて料亭や旅館，さらにレストラ
ンや喫茶店，ナイトクラブなどに広がりました。
　国際線でのおしぼりサービスは日本航空によって1954年に始められました。
戦後初めての国際線の運行が許された1954年2月2日，羽田発ウエーキ島，
ハワイ経由サンフランシスコ行きの日航第1便からおしぼりサービスが始まっ
たのです。その当時この面での競争相手はありませんでした。ですから顔や
手が汗まみれになっている乗客に喜ばれるおしぼりを出すことによって日航
のサービスは他の航空会社のそれより優れているということになりました。
日航はおしぼりをサービスすることによってサービスの優位性を確保できた
のです。しかし，おしぼりを出すコストなど知れたものです。そこで遅かれ
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早かれ他の競合会社が機内サービスとしておしぼりを出すことはきわめて容
易なことです。今日ではほとんどの航空会社が国際線でおしぼりを出してい
ます。
　ここに一つの教訓があります。おしぼりのような目に見えるモノによるサー
ビスは競争相手によって簡単に真似られてしまう。時にはあなたより優れた
モノを提供することすら出来ます。すべての航空会社がおしぼりサービスを
始めたならばこの面に関するかぎり日航の優位性は失われてしまいます。お
客にとりましてもおしぼりのサービスがあるかないかでサービスの良いか悪
いかを判断できるわけですからサービスのレベルの評価は簡単であります。
サービスのクオリティを客観的に判断できるわけです。すなわちおしぼりと
いうモノでのサービスが存在しているからでありますから。
　そこでおしぼりサービスにおいて優位に立つために必要な第2の段階はそ
れをどのような方法で提供するかになってきます。お客におしぼりを渡すや
り方は数多くあります。
　日航はかつておしぼりをお客に渡すのにつぎの方法を取っていました。す
なわち巻いた熱いタオルをお盆の上に載せてきてスチュアーデスが自分の手
で手渡しをするのです。しかし私が経験した限りにおいては他の航空会社で
はお盆の上に広げた熱いタオルを山積みにしてそれに余り高くないオーデコ
ロンをスプレイしてタング（お菓子ばさみや氷ばさみの類）で片隅をつまん
で客に渡すのです。日本人にとってこのような道具を使うことは何か汚いも
のをつまんで渡すような印象を与えるものなのです。私たちはゴミ拾いが路
上でゴミをゴミばさみで拾って歩く情景をつい連想してしまうのです。
　ところがこれと反対に日航のおしぼりサービスのやり方に衛生の面で抵抗
を感じる人たちがいます。その理由はスチュアーデスの手の清潔さへの疑問
です。彼女がトイレから出た時に果たしてちゃんと手を洗って出てきたか誰
も知らないからであります。
　日航はおしぼりの出し方をおよそ2年前に変えました。熱い巻いたタオル
が入ったバスケットをスチュアーデスが両手で持ってお客自らの手で取って
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貰う方法にしました。変えた途端，日航のサービスが低下したというかなり
の苦情が寄せられたということです。
　全日空の場合のおしぼりの出し方はこれと違います。お皿に並べられた巻
いたタオルをスチュアーデスがタオルばさみでつまんでお客に渡します。そ
れはともかく，サービスについて日本人は情緒的で繊細にかつ思いやりをもっ
て取り扱ってくれることを期待しているのです。その期待レベルはほかの国
の顧客に比較してかなり高いものがあります。私の経験ではタオルの出し方，
回収方法など10数通りのやり方があゆます。
　では日本の企業④サービスに対する姿勢を調べてみましょう。日本企業は
サービスの期待レベルが高いこのような顧客に対応するために一生懸命頑張っ
ているでしょうか。
ある部分ではイエスですが残りの大部分はノーと言わざるを得ません。
　私はサービスのクオリティを評価する基準をいかに企業がその顧客とのコ
ミュニケーションを維持しているかに置きました。
　私の観察は主要企業の消費者苦情処理メカニズムを調べることから始めま
した。ζの主題に入る前に若干の背景説明をしておいた方がいいでしょう。
　日本の企業の一つの特徴がジョプ・ローテーション（人事異動〉にありま
す。社員は会社のいろいろな部課，時には子会社や関連会社を含めて3年か
ら4年の周期でぐるぐる回されます。例を挙げれば財務で働いていた社員が
営業部に転属になり，こうした人事異動を重ねて会社の運営のいろいろな局
面での経験を重ねていきます。通常社員は定年まで一つの会社で働くのが普
通です。もっともこの傾向は最近において変わり始めています。というのは
若い人達の間では転職が格好いいと考えるようになってきたからです。伝統
的なシステムのメリットは会社に対するロイヤリティを向上させ，ゼネラリ
ストとして知識と技能を身につけさせることができることです。一方，専門
家になるチャンスはきわめて少ないのです。というのは特定の部門へのアサ
イメントが限られているからです。
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　ここに一つの例があります。米国のS　O　C　A　Pに対応する類似の組織であ
る消費者関連専門家会議は250社から約300人の会員で構成されていますが，
過去の10年の歴史において発足当時からのメンバーは特別会員になった人を
含めてわずか数人であり，大体年に全体の3分の1の会員が交替しています。
　このような状況の下においてどうしたら顧客サービスの基準を維持するこ
とができるでしょうか。
　「消費者主権主義（コンシューマリズム〉は企業に利益をもたらす』とい
う考え方がわが国の企業に導入されたのは1973年でありました。この時に私
はアメリカン・モータース社，ワールプール社，ジャイアント・フード社な
どの成功例を紹介しました。1981年にT　A　R　P社のジョン・グッドマン社長，
彼もこの国際会議のスピーカーですが，彼を日本に招いて東京と大阪で講演
してもらいました。今日，サービスマネージメント関連の著書で彼の『グッ
ドマン理論』，あるいは私が命名した『苦情とロイヤリティに関するグッド
マンの3大法則』に触れていないものはほとんどありません。
　過去10年の間に多くの日本の企業は消費者問題を含めた顧客サービスの重
要性を認識し始めるようになりました。たとえば石鹸・洗剤を主力とする大
手のメーカーである花王株式会社はこの分野ですばらしい仕事をしておりま
す。しかし強力なマーケティングの武器としての顧客サービスの重要性を認
識している企業はまだほとんどないと言っても差し支えありません。
　もし消費者関連専門家会議のメンバーの日常業務に言及するならば彼らの
関心は特殊消費者の取り扱いや苦情申立者へのお詫びなど会社の面子を立て
るための毎日の仕事に向けざるを得ないのです。これに対して米国のS　O　C
A　Pは米国の企業が満足した顧客のみが唯一の資産であると認識する会社に
なるために会員に力を貸しています。なぜACA　PとS　O　C　A　Pの問にこの
ような大きなギャップが生じてしまったのかその理由を説明するのは難しい
ことです。しかし私の推測ではその理由のいくつかとして先に述べたジョプ
・ローテーションや従業員を中心としたトータル・クオリティ・コントロー
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ル・サークルの活動，さらに経営者レベルでの全体的な顧客サービスについ
ての認識の欠如などが挙げられるでしょう。
　消費者問題あるいは消費者苦情についての企業のものの考え方を観察しま
すと3つの異なった段階が存在します。つまり，すべての会社はこのいずれ
かのカテゴリーに分類できるのです。
　第1の段階は『企業活動にとって消費者苦情は阻害要因である』という考
え方であります。従いましてこの手の会社では苦情の処理だけしかいたしま
せん。第2の段階は『刺激要因』と考える企業であります。ここでは苦情処
理に加えて消費者情報を収集し，分析しそれを企業経営にインプットしよう
というものであります。第3の段階は消費者苦情をマーケティングの道具と
して活用しよう，いわばガ促進要因』と考える企業です。
　私は消費者に対する企業の姿勢を説明するためにこのコンセプトを1973年
から言い続けて来ました。
　すでに述べた様に日本におきましては，ほとんど企業の経営者の消費者問
題についての認識と理解がこの第3段階に到達していないといえましょう。
　多くの管理職がいまだに消費者苦情は企業活動の阻害要因であると信じて
いる様です。つまり「マーケティング志向以前」の段階に留まっているので
す。もちろん前向きに取り組んでいる消費者関連部門を抱えている日本の企
業もありますが残念ながらその数はまだ少ないのです。企業の大多数は彼ら
の顧客からの苦情を受け取るのを好まないばかりかひどく嫌っているかのよ
うにみえます。
　苦情を迅速かつ適切に処理するために消費者苦情処理窓口を設けることは
1968年に制定されました消費者保護基本法によって規定されている企業の法
的責任でありますが経済企画庁の外郭団体である国民生活センターが行った
最近の調査によりますとこのような窓口を設けている企業は調査に回答を寄
せた企業の40％以下となっています。
　「苦情の懇請」（Complaint　Solicitation）というコトバは日本のビジネス
辞典にありません。
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　この問題を追跡するために，白鴎大学の消費者対応論ゼミが1988年の春郵
送および電話による調査を実施しました。この調査のタイトルは「我が国の
主要企業に於ける消費者苦情処理窓口の体制と実態に関する調査（以後「白
鴎調査」と呼びます）」といいます。
　質問で回答者はつぎの文章にコメントする様に求められました。「企業は
顧客に積極的に苦情を申し立てる様に働きかけるべきである。なぜなら満足
した顧客のブランド・ロイヤリティはきわめて高いから」というものでした。
これに対して回答者の答はこの意見に同意する人が43．8％，同意しない人が
8．5％，意見を保留した人が45．3％となっていました。回答者のほとんどは
企業の消費者部長などの管理職です。つぎのステートメントは「企業は顧客
からの問い合わせや苦情を米国のGEアンサーセンターがやっている様に1
日24時間体制で年間無休で行うべきである」というものでした。これに対し
て137社の回答のうちわずか10％しか賛意を示しませんでした。回答者の40．
9％が必要ないと答え，44．5％が回答を保留しました。さらに調査は「お客
が問合わせや苦情を申し立てられるよう適切な電話番号をどのように知らし
ているか」を聞きました。この場合，回答者の24％，つまり4社に1社が
「電話番号を特に知らせる方法を講じていない」と回答をしてきました。と
くにこの比率は食品業界で大変高いという結果が出ました。つまり回答者の
過半数に近い48．3％は一般に広く電話番号を知らせる方法は何も取っていな
かったのです。
　そこでこの結果に基づいた追跡調査としていくつかのスーパーマーケット
やコンビニュエンスストアでの店頭調査をその年の8月に行い，缶詰，乳製
品，菓子類，化粧品，トイレタリー・グッヅなどを含む407品目について調
査しました。以下その結果です。
　　パッケージに会社の代表電話が記載されていた　　　　　28．7％
　　消費者部など苦情処理窓口の名称が記載されていた　　　20．1％
　　消費者部門などの直通電話が記載されていた　　　　　　15．0％
　　問題発生時に取るべき処置が記載されていた　　　　　　19．9％
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　すべての企業が可能な限りあらゆる機会をとらえて競争相手に優位に立と
うと日夜一生懸命に頑張っていることを知っています。新しい製品やサービ
スめ開発に多くの財的・人的資源を投入しています。消費者の情報と反応を
探るためにモニターとして多くの主婦を雇ったり，若者の集まる街角にいわ
ゆるアンテナ・ショップと呼ばれる店を設けたりしている会社が多くありま
す。これらの企業は顧客の二一ズとウオントを掴む端緒を探しているのです。
書店の書棚には消費者行動や市場傾向を書いた多くの本が並んでいます。
　ここに一つの矛盾があります。企業は顧客の二一ズとウオントを探しはっ
きりさせるために多大な財的・人的資源をつぎ込んでおきながら，消費者の
苦情にはほとんど注意を払わないのです。消費者の苦情は会社に利益をもた
らす隠された財宝であるということに気づかないのです。今日の熾烈な競争
が行われている市場にあって，競争相手に対して差別化をすることは大変困
難です。かつては製品の品質，機能そして価格は差別化の強力な武器でした。
しかし現在では商品に競争力を求めることは大変難しくなりました。
　1970年代の半ばから数少ない斬新な考え方を持つアメリカの企業は究極の
差別化戦略の武器は「顧客満足」であると気付きました。企業は顧客に商品
それだけでなく「満足」を販売しているのだと認識したのです。顧客はその
商品そのものを買うのでなくその商品によって与えられる利便性と有用性な
どがもたらす満足を購入するのです。
　最近消費者問題の範囲と概念が変化し拡大されつつあることは知られてお
ります。マーケティング志向の傾向がT　A　R　P社が米合衆国消費者問題局の
委嘱で行った『アメリカにおける消費者苦情処理』という調査結果によって
加速されました。
　十分な例証が後に米合衆国消費者問題局が出しました『顧客満足の拡大』
という出版物に掲載されております。G　Eアンサーセンターは消費者問題の
マーケティング志向のオペレーションの象徴ともいうべきものであります。
さらに今は消費者問題はマーケティングの問題から企業のマネージメントの
問題になりつつあるのです。
　　　　　　　　　　　　　一171一
佐藤知恭
　『サービスマネージメント革命』の著者はつぎのように述べています。
　　　もし企業に「顧客サービス部」という部門があるならば，他の部門は
　　いったい何をすることになっているのであろうか。顧客サービス部が
　　あるということはそこがきちんと顧客の面倒をみているので会社の他
　　　の人は何もしなくてよいということになりはしないだろうか。少なく
　　　とも比喩的に言えば全組織が大規模な顧客サービス部になるべきでは
　　　ないのだろうか。　（P．62）
　スカンディナビァに生まれた一つのコンセプトが米国のビジネスに劇的な
影響を与えました。スカンディナビア航空のヤン・カールソン社長が提唱し
た「決定的瞬間」のコンセプトです。カールソンの考え方に刺激されてカー
ル・アルブレヒトとロン・ゼンケは1988年Service　America！（邦訳『サービ
スマネージメント革命』）を書きました。それ以来『顧客満足』はマーケティ
ングのキィワードになりました。最近，カール・アルブレヒトはつぎつぎと
At　America’s　Service（邦訳『逆さまのピラミッド』）Service　Advantage
（邦訳未刊）Service　Within（邦訳『見えざる顧客』）を，またロン・ゼン
ケもService　Edge（邦訳『エクセレントカンパニーのサービス戦略』）を出
しました。理論書ではリチャード・ノーマンのService　Managementやグロン
ロスのService　Management　and　Marketingなど。Linda　LashのThe　Complete
Guideto　Customer　Serviceは『エクセレント・サービス』のタイトルで私
が訳しました。そのほか数多くのサービス関連，顧客満足，クオリティに関
する多くの本が書店の書棚を飾っています。この新しい傾向を要約するなら
ばS　O　C　A　Pの研究誌「メイビュウス」の89年秋号にステファン・グレイザー
が書いているように90年代の消費者問題のテーマはサービスと顧客満足なの
であります。
　ヤン・カールソンの「決定的瞬問」のコンセプトは数年前日本にも紹介さ
れましたがこれに注意を払ったビジネスマンはほとんどありませんでした。
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顧客満足と言うコトバは間もなく日本企業のキィワードになるでしょう。
　グロンロス教授によれば「決定的瞬間（MomentsofTruth）」という概
念をサービスマネージメントの研究の中に取り込んだのはリチャード・ノー
マン教授でありそれを実際に活用したのがS　A　Sのヤン・カールソンだとい
うことです。
　ノーマンは闘牛の讐え（Moments　ofTruthというのはもともと闘牛用語
で闘牛士がとどめの一突きをする瞬間）を取ってサービスの提供者とサービ
スの消費者が競技場でお互いに戦う時サービスのクオリティはその決定的瞬
間に現れるというのです。（P．P．8，Service　Management1984）彼は顧客を
雄牛に，サービス提供者を闘牛士に例えています。「顧客が会社の代表（販
売員やサービスマンら）とのそれぞれの接触するポイント・ポイントでの接
触で抱く印象」を説明するのに闘牛の例を使うのはユニークかつ優れたアイ
ディアです。しかしなぜノーマンは顧客を殺されるべき雄牛に例えたのか分
かりません。まだ顧客を闘牛士に例えるなら少しは分かるのですが。ノーマ
ンの讐えに2～3の疑問があります。まず，企業にとって顧客は敵でもなけ
れば殺されるべき対象でもないという点です。つぎにMoments　of　Truthと
いうのは闘牛士がすでに牛に何本も何本も槍を打ち込んでいて弱ったところ
にトドメの一突きの瞬間ですからサービス提供者とサービス消費者との関係
はその一突きに至るまでのプロセスも連想してしまう。しかしそれぞれの接
触するポイント・ポイントでの接触で抱く印象はカールソンもいうように15
秒と瞬問的なものですからどうもその瞬間性を説明するには印象が薄い気が
するのです。さらに闘牛の例は広く一般の人に理解しにくいのではないか。
というのは実際に闘牛を見たことのある観客は限られた数の人達だけではな
いのだろうかということです。
　そこで私はこの「決定的瞬間」を説明する讐えとして電気の火花の散る瞬
間を用いた方が広く一般に理解できるのではないかと思うのです。いまお客
がプラスの電気，サービス提供者がマイナスの電気を持っていたとします。
（その逆でもなんら差し支えありません〉それぞれ触れた際，火花がその間
　　　　　　　　　　　　　　一173一
佐藤知恭
で散ります。電気の火花は継続的に発生します。
　顧客が会社の代表（販売員やサービスマンら）とのそれぞれの接触するポ
イント・ポイントでの接触する際はまさに「火花の散る瞬間」でありますし，
スパークのサークルが形成されるのであります。
　「火花の散る瞬間」を例にとることは一般の人たち，とくに闘牛に馴染み
のない人たちに理解しやすいイメージを示すことになります。電気の火花は
誰でも知っています。つぎにこの例ではサービス提供者も顧客も対等な立場
であるということです。コンタクトの場面においては顧客がサービス提供者
に何らかの印象を持つと同様にサービス提供者も相手（顧客）についてやは
り印象を持つものであります。サービス提供者も顧客について何らかの印象
を持つと言う点がこれまでのサービス論では欠落していた部分です。第3に
火花の讐えは緊張性と瞬間性さらにコンフロンテーションの深刻さの度合い
も示すことができます。
　日本語に『一期一会』というコトバがあります。茶の湯で使いますが元は
禅宗から出た思想です。この意味は人生でたまたま出会った他人との出会い
の瞬間を大切にしなければならないということです。人がその人と出会うこ
とはジョン・カルヴィンの『預定説』のように天地創造の昔から予め定めら
れていたことなのです。従ってその出会いとはそのようなものであるならば
一つ一つの出会いを大切にしなければならない理由が明らかになるのです。
　カール・アルブレヒトはその著『逆さまのピラミッド』（原題At　America’s
Service）の第6章のタイトルを『G　M型経営哲学の限界』としました。原
題をそのまま訳すと「GMマネージメントはサービスには働かない（機能し
ない）」となります。彼はここでこれまでの工業経済社会の生産性と効率性
を究極まで追求したマネージメントをG　Mマネージメントと命名しましたが，
「決定的瞬間」の管理を基礎に置いた新しいマネージメントの概念を説明す
るのに『M　O　Tマネージメント』とか『決定的瞬間マネージメント』といっ
たコトバを使っていません。クリスティン・グロンロス教授はその著「サー
ビス・マネージメント・アンド・マーケティング」のサブ・タイトルに
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Managing　Moments　of　Truthとしていますが彼も『MO　Tマネージメント』
というコトバは使っていません。とすると『M　O　Tマネージメント』という
コトバの世界での初出は白鴎大学論集第5巻第1号の拙稿『顧客サービスに
於けるMOTマネージメントの役割』（1990．3．）だと言えます。
　企業問で広く信じられている神話があります。もし企業が広告媒体を使う
ならば顧客とのコミュニケーションはそれで十分だという考え方であります。
企業は広告は最も効果的で効率の高いコミュニケーションの手段であると信
じております。それは本当のことであります。広告の力は顧客を説得する上
で強力な方法です。しかし，消費者の意識が完全に変わってしまいました。
今日広告はコミュニケーションの媒体として力が弱くなりました。つまり，
もし会社が顧客と本当にコミュニケーションを保とうとするならば広告に依
存するだけでは十分ではなくなっているのです。
　コミュニケーションの本当の意味は企業から顧客への一方通行ではありま
せん。これは伝達であり，コミュニケーションではありません。コミュニケー
ションは『アイディア，メッセージ，感情，情報などを言語，記号，文書，
絵画，映像，ボディラングエージ（身ぶり，手振り，表情）などの媒体を使っ
て，交換すること』であります。コミュニケーションは企業と顧客の問に双
方向の交流を求めるものです。その意味では広告はコミュニケーションの媒
体として不完全なものであります。この欠陥を克服するために売り手と買い
手の間に完全なコミュニケーションを確立するための何らかの手段が必要な
のです。
　ここにワールプール社の斬新なアイディアがそれを解決しました。この会
社はアメリカ電信電話会社（A　T＆T）がインバウンドのWA　T　S（大幅な
電話料金割引制度の下に料金受信人払い制度，つまりわが国のN　T　Tのフリー
ダイヤルに似た制度，フリーダイヤルは料金割引制度が基本的に違う）を導
入するや直ちに，1967年『クールライン』と名付けた顧客サービスの直通電
話を開設しました。
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　ワールプールが苦情処理や顧客サービスに電話料金受信人払いの電話を採
用して以来電話は顧客サービスの主要な手段として郵便を凌駕するようにな
りました。いかに企業がその電話番号を広く知らせることをためらおうとも
苦情処理においての電話の有用性を否定することはできません。事実ほとん
どの日本の会社において苦情処理業務は電話によって行われているのであり
ます。
　白鴎調査によりますと137の回答社のうち半数に及ばない43．8％の会社が
消費者苦情処理窓口の直通電話を持っているに過ぎません。苦情処理窓口の
60．6％以上が会社の交換を経由して顧客からの電話を受けているのです。さ
らに回答社の2L9％がお客からかかってきた電話の内容を交換台あるいは電
話を受けた人の判断で適当な部署につなぐという方式を採っています。
　つまり交換手が電話をかけてきたお客の問題が製品の欠陥であると判断し
たら，品質管理部へ，広告の問題であるとしたら宣伝部へと電話をつなぐの
です。もし交換の判断がいつも正しければ問題は生じませんが勿論そんなこ
とはほとんど不可能であります。このような電話のたらい回しは消費者を欲
求不満に陥れ企業への不信感を高める結果になります。ここにもう一つの
『決定的瞬間』があるのです。
　私たちが会社に電話をかける時しばしば『少々お待ち下さい』と言われま
す。この『少々』が正確にはどのくらいの長さであるかご存知でしょうか。
ある会社の顧客サービス部の電話の実際を録音した調査によりますと，待ち
時間の平均は50．2秒でした。私たちは物理的な時間の50秒がどの位の長さの
時間かは知っています。しかし心理的には50秒という時間は実際より長く感
じるものです。つまり私たちは物理的時間と心理的時問の差に注目しなけれ
ばなりません。
　商品について疑問が生じ会社の顧客サービス部へ電話をした時に，あなた
が最初に話した人から適切な回答が得られる割合は40％に過ぎません。とい
うことは60％の電話は他の人に転送されるのです。全体の電話の7．4％が3
人以上の人にたらい回しをされるのです。この調査で最も悪いケースは5回
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の『少々お待ち下さい』。そして全体で20分5秒の通話のうち保留時間の総
計が8分11秒，つまり通話時間の20％が『少々お待ち下さい』で無駄に使わ
れたのです。
　最近アメリカにおいては多くの会社が顧客サービスや苦情処理に料金受信
人払いの800番電話制度を導入しています。T　A　R　P／S　O　C　A　Pの共同調
査によりますと1988年において回答社の50％がこの制度を導入しています。
これに対して白鴎調査では日本の会社でフリーダイヤルを顧客サービスや苦
情処理に使っているところは10．9％でした。137社の回答のうち15社で19本
の電話が顧客サービスに使われていました。
　1991年，消費者関連専門家会議が行った消費者苦情処理のためにフリーダ
イヤルがどのくらい使われているかの調査によるとこの数字は大幅に伸びて
回答を寄せた214社のうちすでにフリーダイヤルを設置している企業は54社
でその割合は25．2％，4社に1社の割合で使われています。回答を寄せた会
社のうち160社（74．8％）はフリーダイヤルを設置していませんが，そのう
ち32社（全体の15．0％）は設置する計画がある，54社（25．2％）は設置の予
定なし，74社（34．6％）は回答を保留しています。
　このように顧客サービスにフリーダイヤルを採用する企業は白鴎調査の以
後増えてきました。このような傾向は地方の中小企業にはっきりと見られま
す。例を挙げますと地方の漬物業者や蒲鉾製造業者がそのパッケージにフリー
ダイヤルの番号をつけている例がみられます。このような現象に比べて，大
手の企業は余り積極的ではありませんでした。しかし日立家電がフリーダイ
ヤルを設置したお買物相談センターを1988年の5月に開設し，年末年始の休
暇を除く1年中毎日午前9時から8時まで相談に応じるようになりました。
また大洋漁業もフリーダイヤルを採用し製品の缶詰や包装にフリーダイヤル
の番号を印刷し始めました。さらに大手のテレマーケティング会社に委託し
て365日無休で24時問の受付をするようになりました。これは白鴎調査の結
果が同社の決断に刺激を与えたものとみられています。
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　白鴎調査によりますとフリーダイヤルを採用している企業には，プロクター
・アンド・ギャンブル・ファーイースト（P＆G〉社，日本ポラロイド社，
日本アムウエイ社，通販のニッセンなどが特徴ある使い方をしています。P
＆Gは「クラスター化した特別目的方式」を採用しており製品群別に違った
電話番号をその包装や外箱に印刷しております。日本ポラロイド社は「マー
ケット・セグメント別方式」を採っております。日本アムウエイ社は耳の不
自由な人たちのために通常のフリーダイヤルの他ファクスを使っています。
ニッセンは業務別に3本のフリーダイヤルを設置し受注，問い合わせ（いず
れも24時間のオペレーション）と苦情処理に分けています。
　企業が顧客サービスのプログラムを確立するためには外部の力を借りる必
要があります。プログラムのコンセプト，設計，そして実施に関して外部の
知恵を活用することです。最も優れたノウハウを持った専門のごく数の少な
いコンサルタントともっともらしく専門家を装う数多くのいわゆるコンサル
タントもいます。例えば苦情処理の受付を年中無休で一日24時間あるいは夜
の10時までやると決めたとしましょう。必ず労務問題や組合との問題が発生
します。先の大洋漁業のように営業時問の取扱をこの分野の経験のあるテレ
マーケティング・エージェントに任せるのも方法です。すでにベルシステム
24のようにこの種のアカウントを扱っているばかりでなく顧客満足調査，従
業員調査，サービスマネージメントの設計，コンタクト・パーソン（C　P）
の研修，顧客サービス業務のコンサルテーションなど顧客満足関連業務の開
発に手がけているエージェントも存在しているのです。
　企業の消費者問題への取り組みの熱意の度合いをただフリーダイヤルを導
入しているかどうかで判断することは公平を欠きます。例えば花王株式会社
はフリーダイヤルこそ導入していませんが『エコー・システム』と呼ばれる
消費者対応情報管理システムはある意味ではG　Eアンサーセンターのそれを
上回るものがあります。ヤマト運輸は翌日配達の達成率をサービスのクオリ
ティの評価の基準にしています。
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　ジョンソン株式会社は日本におけるヒーブの組織化に多大の貢献をしてき
ましたし，エイボン・プロダクッッ社は消費者教育の発展に力を注ぎました。
タイムライフ社は企業の消費者対応の研究とそのモデルを実験し多くの企業
が消費者部門を設立するに当たってのノウハウを提供しました。最もこれら
の活動はそれぞれの会社のマネージメントのイニシャティブで行われたもの
というよりその当時のそれぞれの社の消費者部門の責任者の創意と努力に依
るものが多かったのです。
　ようやく最近になって多くの会社が顧客サービスの重要1生を認識しはじめ
たのは事実であります。例えば昨年（1990）12月，東京と大阪でT　A　R　P社
のジョン・グッドマン社長とG　Eアンサーセンターのパウエル・テーラー所
長を招いて行った顧客満足に関するセミナーに300人以上の経営者や上級管
理職が参加しました。また，もし中東での戦争が勃発しなければこの会議に
50人以上の経営首脳が日本から参加する予定であったことからもその関心が
窺われます。
　日本の多くの主要な会社がようやくサービスでの優位性を獲得するための
いろいろな方策を模索し始める段階にあります。
　アメリカ合衆国における日本の自動車メーカーのサービスについての評判
の良さに刺激されて国内市場でもサービス志向政策を重視する方向が目立っ
てきました。トヨタ自動車では各ディラーに顧客満足推進担当の管理職を任
命するように指示したり，既存の多重化していた企業組織をフラットにする
ために本社組織構造の手直しをしました。従業員の研修に力を入れている日
産自動車では「日産ビジネス・カレッジ」と名付けた制度を作り顧客サービ
スについての何種類かの研修コースを用意しています。
　日本の企業は工業経済社会のマネージメント・スタイルであるG　Mマネー
ジメントからサービス主導型のマネージメント・スタイルであるMO　Tマネー
ジメントに転換することが可能でしょうか。
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　私の答はノウです。というのは日本の企業には現実にはG　Mマネージメン
トが存在していないからです。上智大学のロバート・J・バロン博士ほその
著『日本型ビジネスの研究』の中で，日本企業と西欧の企業の違いを指摘し
ています。日本のマネージメントは欧州やアメリカ合衆国のそれとまったく
違うと彼は言います。日本式の経営では意思決定と決定の執行との問のギャッ
プが埋められています。日本のトップ・マネージメントは家族の長であるイ
メージを持つことを求められています。日本の最高経営責任者は西欧の最高
経営責任者に比較して権力の面でも収入の面でも力がありません。会社の運
営の実際は社長にあるのでなく実際に日本の会社を動かす主要な役割を果た
しているのは実は中間管理職なのです。日本ではお神輿経営というコトバが
あります。経営者はお神輿であり，　『帽子』で社員に担がれていたり，社員
の上に乗っていれば経営ができるのです。また，わが国の企業には欧米の企
業にみられるようなそれぞれの従業員がしなければならない業務を特定した
職務記述書がありません。権限と責任は管理職のどのレベルでも明確に規定
されていません。このあいまいさが不明瞭な職務分掌規定しかない理由かも
しれません。
　カール・アルブレヒトはその著『逆さまのピラミッド』（原題：At　America’s
Service）の中でソニーの盛田昭夫会長のコトバを引用して『運命共同体』
の概念を説明しています。　（同書184頁）
　　　これは日本企業の文化といえるが，我々はわれわれの仕事を『運命共
　　　同体』と考えている。それは企業内のすべての従業員が同じ運命を共
　　　有しているということである。企業が成功するにしろ，失敗するにし
　　　ろその影響は我々すべてに同じように及ぶ。我々が自身の個人生活を
　　　安心できるものにしたいと願うならば残された道は唯一つ，企業が競
　　　争力を失わないように全力を尽くすことである。われわれはわれわれ
　　　が作り得る最高の製品（彼はサービスには言及していないがこれも当
　　　然含まれる）を作ることに一致団結していかなければならない。した
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　　がって，組織の一人ひとりが企業の二一ズを理解し，企業の成功に貢
　　献するように各自が喜んで最大限の努力を提供してくれることが何よ
　　　り重要なのである。これこそが日本的なやり方において最も重要なポ
　　　イントである。すなわち，一人一人の貢献が他人の貢献と結びついて
　　最高の成果を生み出すということである。
　日本においては苦情処理を含めて顧客サービスのクオリティ（顧客満足の
ニュアンスが原意には含まれている〉のレベルがシステムに依存するより個
々の担当者個人に依存することが多いのです・私はその点カール・アルブレ
ヒトの意見に同意するものです。アルブレヒトとゼンケは『サービスマネー
ジメント革命』のなかでつぎのように指摘しています。
日本においてはトータル・クオリティ・コントロール（TQC）の一
部分として，クオリティ・サークルの手法がホテル・オオクラ，八重
洲ブック・センター，京都のMKタクシーの例に見られるようにサー
ビス改善に適応され成功している。これは問題の解決に役立ち，消費
者の安心を増し，お客の待ち時間を減らし，従業員の無作法をなくす。
（中略）日本のマネージャーたちはサービスが業務を行う上でサービ
スのマネージメントの必要であることをようやく認識始めたばかりで
ある。しかしサービスマネージメントが重要な論点になりつつあるこ
とを認識しているきわめて少ない日本の組織はサービス改善の努力は
従業員中心に決定されている。総体的にこれらの努力は日本の製造業
の努力に関係してしばしば聞かされているトータル・クオリティ・コ
ントロール（T　Q　C）による努力に匹敵している。
　サービスによる優位性が注目される時代において，日本の経営者たちは決
して全体的な組織構造の変更の必要性についてコミットメントしないであろ
うと考えられます。おそらく部分的な改善の必要は認めても再構築や再組織
の必要は認めないことでしょう。多分T　Q　C活動の活性化，サービス研修の
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強化その他個人の努力に依って顧客の不満のレベルを下げる方向で考えるこ
とでしょう。それにも拘らず日本の会社がサービスの面で優良企業になろう
とし，サービスで優位性を保とうとするならば今ここで述べた活動やプログ
ラムでは顧客の不満の抜本的解決には決してなりません。満足した顧客だけ
がその企業にとっての本当の唯一の資産であるという認識を持った『顧客主
導型の会社』としてのコミットメントと経営トップの強い指導力なしにはそ
の目標を達成することは不可能なのです。そうでなければ顧客の会社に寄せ
る信頼性は失われてしまうのです。
　はじめのところで申しました。『顧客満足』の概念は300年前日本で生ま
れました。しかし複雑さを増す今日の経済社会においては北欧で生まれたサー
ビスマネージメントの思想とシステムの導入なしには顧客に満足を提供しサー
ビスの優位性で利益を獲得することは不可能なのであります。
長時間ご静聴ありがとうございました。
（英文のオリジナルご入用の方はご連絡下さい〉
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